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(1)産業医等を選任した事業者は、産業医等に対し、産業保健業務を適切に行うために必要な情報(※1)を提供(※2)し

なければなりません。





令和〇年〇月〇日





働き方改革推進
支援助成金

社会保険労務士等の専門家である仕事と家庭の両立支援プランナーが、育
児・介護休業の円滑な取得や職場復帰等に取り組む企業を支援します。

「仕事と家庭の両立支援プランナー」の支援を希望する事業主の方へ



(2021.03)
(2021.03)




